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【届出の対象とした募集金額】 その他の者に対する割当 5,600,000円
 

新株予約権の払込金額の総額に新株予約権の行使に際して払い込

むべき金額の合計額を合算した金 565,600,000円
 

(注)　新株予約権の行使に際して払い込むべき金額の合計額は、

すべての新株予約権が行使されたと仮定して算出された金

額です。

また、新株予約権の権利行使期間内に行使が行われない場

合、新株予約権者がその権利を喪失した場合及び当社が取

得した新株予約権を消却した場合には、新株予約権の発行

価額の総額に新株予約権の行使に際して払い込むべき金額

の合計額を合算した金額は減少します。

【安定操作に関する事項】 該当事項はありません。

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所

(東京都中央区日本橋兜町２番１号)
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第一部 【証券情報】

 

第１ 【募集要項】

 

１ 【新規発行新株予約権証券(第20回新株予約権証券)】

(1) 【募集の条件】

 

発行数 100,000個(新株予約権１個につき100株)

発行価額の総額 5,600,000円

発行価格
新株予約権１個につき56円
(新株予約権の目的である株式１株につき0.56円)

申込手数料 該当事項はありません。

申込単位 １個

申込期間 2026年11月27日(金)

申込証拠金 該当事項はありません。

申込取扱場所
株式会社ＪＮグループ管理本部
東京都港区南青山五丁目13番３号

払込期日 2026年11月27日(金)

割当日 2026年11月27日(金)

払込取扱場所
株式会社みずほ銀行　四谷支店
東京都新宿区四谷３-３-１

 

(注) １．第20回新株予約権証券(以下、「本新株予約権」という。)の発行については、2026年11月10日(火)開催の取

締役会決議によるものであります。

２．申込及び払込方法は、本有価証券届出書の効力発生後、割当契約(以下、「本割当契約」という。)を締結

し、申込期間内に申込取扱場所に申込みをし、払込期日に払込取扱場所へ払い込むものとします。

３．申込み及び払込みの方法は、本有価証券届出書の効力発生後、申込期間内に上記申込取扱場所へ申し込みを

し、払込期日までに上記払込取扱場所へ発行価額の総額を払い込むものとします。

４．本有価証券届出書の効力発生後、申込期間内に割当予定先から申し込みがない場合は、本新株予約権に係る

割当は行われないことといたします。

５．本新株予約権の募集は、第三者割当の方法によります。

６．本新株予約権の行使の目的となる株式の振替機関の名称及び住所は、次のとおりです。

名称：株式会社証券保管振替機構

住所：東京都中央区日本橋兜町７番１号
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(2) 【新株予約権の内容等】

 
新株予約権の目的となる株式の種類 当社普通株式

完全議決権株式であり、株主の権利に何ら制限のない株式である。
なお、単元株式数は100株である。

新株予約権の目的となる株式の数 本新株予約権の目的である株式の種類は普通株式とし、本新株予約権１個
の目的である株式の数(以下「付与株式数」という。)は100株とする。
なお、当社が、本新株予約権の割当を行った日(以下「割当日」という。)
後、株式分割又は株式併合を行う場合は、次の算式により付与株式数を調
整し、調整の結果生じる１株未満の端数は切り捨てる。
調整後付与株式数＝調整前付与株式数×株式分割・株式併合の比率
また、割当日後、当社が存続会社となる吸収合併を行う場合、当社が他社
と株式交換を行い完全親会社となる場合、又は当社が会社の分割を行う場
合等株式数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じたとき、当社は必
要と認める付与株式数の調整を行うことができる。

新株予約権の行使時の払込金額 １個当たりの本新株予約権の行使に際して出資される財産は金銭とし、そ
の価額は、本新株予約権の行使により交付を受けることができる株式１株
当たりの払込金額(以下「行使価額」という。)に付与株式数を乗じた金額
とし、行使価額は、金56円(2026年11月10日(以下「発行決議日」という。)
の直前取引日における株式会社東京証券取引所の普通取引の終値)とする。
なお、割当日後、当社が株式分割又は株式併合を行う場合は、次の算式に
より行使価額を調整し、調整の結果生じる１円未満の端数は切り上げる。

調整後行使価額＝調整前行使価額×
１

株式分割・株式併合の比率
 

上記のほか、割当日後に、当社が他社と合併する場合、会社分割を行う場
合、資本金の減少を行う場合、その他これらの場合に準じ、行使価額の調
整を必要とするやむを得ない事由が生じたときは、当社は、合理的な範囲
で行使価額の調整を行うことができる。

新株予約権の行使により株式を発行
する場合の株式の発行価額の総額

565,600,000円
(注)　全ての新株予約権が行使されたと仮定して算出された金額である。

新株予約権の権利行使期間内に行使が行われない場合、新株予約権
者がその権利を喪失した場合及び当社が取得した新株予約権を消却
した場合には、上記株式の発行価額の総額は減少する。

新株予約権の行使により株式を発行
する場合の株式の発行価格及び資本
組入額

１．本新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式１株の発行価格
本新株予約権の行使により発行する当社普通株式１株の発行価格は、
行使請求に係る各本新株予約権の行使に際して出資される財産の総額
に、行使請求に係る各本新株予約権の払込金額の総額を加えた額を、
本表別欄「新株予約権の目的となる株式の数」記載の株式の数で除し
た額とする。

２．本新株予約権の行使により株式を発行する場合の増加する資本金及び
資本準備金
本新株予約権の行使により当社普通株式を発行する場合において増加
する資本金の額は、会社計算規則第17条第１項の規定に従い算出され
る資本金等増加限度額の２分の１の金額とし(計算の結果１円未満の端
数を生じる場合はその端数を切り上げた額とする。)、当該資本金等増
加限度額から増加する資本金の額を減じた額を増加する資本準備金の
額とする。

新株予約権の行使期間 2026年11月27日から2028年11月26日までとする。

新株予約権の行使請求の受付場所、
取次場所及び払込取扱場所

１．新株予約権の行使請求の受付場所
株式会社ＪＮグループ　管理本部
東京都港区南青山五丁目13番３号

２．新株予約権の行使請求の取次場所
該当事項はありません。

３．新株予約権の行使請求の払込取扱場所
株式会社みずほ銀行　四谷支店
東京都新宿区四谷３-３-１

新株予約権の行使の条件 該当事項はありません。

自己新株予約権の取得の事由及び取
得の条件

当社は、当社が消滅会社となる合併契約、当社が分割会社となる吸収分割
契約、当社が分割会社となる新設分割計画、当社が完全子会社となる株式
交換契約又は当社が完全子会社となる株式移転計画が当社の株主総会で承
認されたとき(株主総会による承認が不要な場合は、当社取締役会で承認さ
れたとき)、取締役会が別途定める日の到来をもって、本新株予約権の全部
を無償にて取得することができる。

新株予約権の譲渡に関する事項
譲渡による本新株予約権の取得については、取締役会の承認を要するもの
とする。

代用払込みに関する事項 該当事項はありません。
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組織再編成行為に伴う新株予約権の
交付に関する事項

当社が、合併(当社が合併により消滅する場合に限る。)、吸収分割、新設
分割、株式交換又は株式移転(以上を総称して以下「組織再編行為」とい
う。)を行う場合には、組織再編行為の効力発生日において、本新株予約権
者に対し、会社法第236条第１項第８号イからホまでに掲げる株式会社(以
下「再編対象会社」という。)の新株予約権を以下の条件に基づき交付する
ものとする。ただし、以下の条件に沿って再編対象会社の新株予約権を交
付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計
画、株式交換契約又は株式移転計画において定めた場合に限るものとす
る。
①　交付する再編対象会社の新株予約権の数：組織再編行為の効力発生日
直前において本新株予約権者が保有する本新株予約権の数と同一の数
を交付する。

②　交付する再編対象会社の新株予約権の目的である再編対象会社の株式
の種類：再編対象会社の普通株式とする。

③　交付する再編対象会社の新株予約権の目的である再編対象会社の株式
の数：組織再編行為の条件を勘案のうえ、本表別欄「新株予約権の目
的となる株式の数」に準じて再編対象会社が決定する。

④　交付する再編対象会社の新株予約権の行使に際して出資される財産の
価額：本表別欄「新株予約権の行使時の払込金額」に準じて再編対象
会社が決定する。

⑤　交付する再編対象会社の新株予約権を行使することができる期間：本
表別欄「新株予約権の行使期間」に定める行使可能期間の初日と組織
再編行為の効力発生日のうち、いずれか遅い日から本表別欄「新株予
約権の行使期間」に定める行使可能期間の末日までとする。

⑥　譲渡による再編対象会社の新株予約権の取得の制限：譲渡による再編
対象会社の新株予約権の取得については、再編対象会社の取締役会の
決議による承認を要するものとする。

⑦　交付する再編対象会社の新株予約権の行使の条件：該当事項はありま
せん。

⑧　交付する再編対象会社の新株予約権の行使により株式を発行する場合
における増加する資本金及び資本準備金に関する事項：本表別欄「新
株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本
組入額」に準じて決定する。

⑨　交付する再編対象会社の新株予約権の取得条項：本表別欄「自己新株
予約権の取得の事由及び取得の条件」に準じて決定する。

 

(注) １．本新株予約権の行使の方法

(1) 本新株予約権の行使を請求しようとする本新株予約権者は、所定の行使請求書に、行使請求しようとする

本新株予約権の数を表示し、請求の年月日等を記載してこれに記名押印した上、上記表中「新株予約権の

行使期間」欄記載の行使期間中に上記表中「新株予約権の行使請求の受付場所、取次場所及び払込取扱場

所」欄記載の行使請求の受付場所に提出しなければならない。なお、行使請求の受付場所に対し行使請求

に要する書類を提出した者は、その後これを撤回することはできない。

(2) 本新株予約権の行使請求の効力は、行使請求に必要な全ての書類が、不備なく上記表中「新株予約権の行

使請求の受付場所、取次場所及び払込取扱場所」欄記載の行使請求の受付場所に提出され、且つ当該本新

株予約権の行使に際して出資される財産の価額の全額が上記表中「新株予約権の行使請求の受付場所、取

次場所及び払込取扱場所」欄第３項に定める行使請求の払込取扱場所の当社が指定する口座に入金された

日に発生する。

２．株式の交付方法

当社は、行使請求の効力発生後速やかに、社債、株式等の振替に関する法律(平成13年法律第75号、以下、

「振替法」という。)及びその他の関係法令に基づき、本新株予約権者が指定する口座管理機関の保有する

振替口座簿の顧客口へ増加の記録を行うことにより株式を交付する。

３．新株予約権証券の発行

当社は、本新株予約権に係る証券を発行しない。

４．その他

当社は、本新株予約権の行使請求の効力発生後速やかに振替法第130条第１項に定めるところに従い、当社

普通株式を取り扱う振替機関に対し、当該新株予約権の行使により交付される当社普通株式の新規記録情報

を通知する。

 

(3) 【新株予約権証券の引受け】

該当事項はありません。
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２ 【新規発行による手取金の使途】

(1) 【新規発行による手取金の額】

 

払込金額の総額(円) 発行諸費用の概算額(円) 差引手取概算額(円)

565,600,000 4,230,000 561,370,000
 

(注) １．払込金額の総額は、下記を合算した金額であります。

本新株予約権の払込金額の総額　　　　　　　　　　　　　　 5,600,000円

本新株予約権の行使に際して出資される財産の価額の総額　　560,000,000円

２．発行諸費用の概算額には、消費税等は含まれておりません。

３．発行諸費用の概算額には、弁護士費用50万円、登記費用260万円、割当予定先等調査費用３万円、新株予約

権価格算定費用50万円及び有価証券届出書、開示資料等作成費用60万円を予定しております。

４．本新株予約権について、権利行使期間内に行使がされない場合及び当社が取得した新株予約権を消却した場

合は、払込金額の総額及び差引手取概算額が減少します。

 

(2) 【手取金の使途】

当社グループは、メタバース・デジタルコンテンツ事業、ソリューション事業及び暗号資産・ブロックチェーン

事業を展開しており、各事業の収益基盤の強化を通じて、グループ全体の企業価値の向上に取り組んでおります。

このうち、当社の連結子会社である株式会社Zaif(以下「Zaif」といいます。)は、資金決済に関する法律に基づく

暗号資産交換業者として、暗号資産の売買及びその媒介等のサービスを個人及び法人の利用者に提供しており、当

社グループの暗号資産・ブロックチェーン事業の中核を担っております。

暗号資産交換業は、利用者から預託を受けた金銭及び暗号資産を安全に管理することが事業の前提となるもので

あり、利用者資産の保護及びシステムの安定的な稼働の確保が強く求められる事業であります。Zaifにおいても、

顧客資産を保護するためのシステムの維持・運用に多額の費用を継続的に要しております。

Zaifの売上は、暗号資産の売買に係る手数料収入を中心としており、利用者による取引の量及び暗号資産の価格

水準に大きく左右される構造となっております。このため、市況の影響を受けにくい収益基盤の構築が課題であ

り、現時点では安定的な黒字化には至っておりません。

他方、Zaifにおいては、以下の取り組みを継続して進める必要があり、これらに要する資金を確保することが、

事業の継続性及び利用者からの信頼を維持するうえで不可欠であると認識しております。

①　顧客資産の保護に係るセキュリティ対応の高度化

近年、生成AIの普及等を背景として、サイバー攻撃の手法は高度化・自動化が進んでおります。暗号資産交換

業は、利用者から預託を受けた金銭及び暗号資産を安全に管理することを事業の前提とするものであることか

ら、Zaifにおいては、こうした環境の変化に対応し、顧客資産を保護するための監視体制及びシステムの継続的

な強化に取り組んでおります。
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②　法制度の見直しへの対応

暗号資産に係る規制については、金融商品取引法の枠組みへの移行を内容とする「金融商品取引法及び資金決

済に関する法律の一部を改正する法律」が2026年７月15日に成立し、同月23日に公布されております(公布の日か

ら１年以内に施行)。Zaifにおいては、当該制度変更に対応するための社内体制の整備及びシステム対応の準備を

進めており、登録に向けた対応が完了するまでの間、継続的に費用が発生する見込みであります。また、改正後

の金融商品取引法においては、暗号資産取引業を行う者に対し、不正流出事案が生じた場合の顧客への補償原資

としての責任準備金の積立て及び自己資本規制比率の維持が義務付けられることとなります。もっとも、責任準

備金の具体的な積立率(管理する暗号資産の残高に応じ、セキュリティ水準も勘案して定められる予定とされてお

ります。)及び自己資本規制比率の具体的な水準は、今後策定される内閣府令において定められることとされてお

り、現時点では確定しておりません。既存の暗号資産交換業者については、経過措置により、改正後の金融商品

取引法に基づく登録を受けるまで(施行日から最長２年間)はこれらの規制の適用が猶予されるものの、登録後は

これらの規制が適用されることとなるため、Zaifにおいては、その水準が確定していない現段階から、これらの

規制に対応し得るよう、一定の余裕をもった資金繰りを確保しておく必要があります。

③　システムの見直しによる運営コストの削減

Zaifにおいては、人員体制の適正化に加え、業務プロセス及びシステムの構成・運用体制の見直しによる運営

コストの削減に取り組んでまいりました。とりわけ、システムの見直しによる外注費の削減に注力しており、人

員体制の適正化によるものを大きく上回る削減効果を見込んでおります。もっとも、暗号資産交換業者として顧

客資産を保護するためのシステムの安定的な維持は不可欠であることから、当該見直しの実現には、先行してシ

ステムの改修等に要する資金を必要といたします。

また、暗号資産市況の回復時期を見通すことは困難であり、収益の改善には一定の期間を要するものと考えてお

ります。さらに、暗号資産交換業者にとって、利用者からの信頼は事業の基盤そのものであり、事業運営の継続性

に対する懸念が生じた場合には、利用者の離反を招き、収益の改善に向けた取り組みそのものが困難となるおそれ

があります。

このような状況を踏まえ、当社は、Zaifが顧客資産を保護するためのシステムの安定的な維持を継続しながら、

収益構造の改善に取り組むことができるよう、2028年11月までの事業運営に必要な運転資金をあらかじめ確保して

おくことが、Zaifの事業の継続性及び利用者からの信頼を維持するうえで重要であり、ひいては当社グループの企

業価値の維持・向上に資するものであると判断いたしました。

なお、当社は、2026年５月１日を払込期日として、割当予定先に対する金銭債務1,216百万円を対象とするデッ

ト・エクイティ・スワップ(DES)による第三者割当増資を実施し、有利子負債の圧縮及び自己資本の増強を図りまし

た。当該増資における発行価額は１株当たり106円であり、発行決議日の前営業日(2026年３月19日)の終値106円と

同額となっております。もっとも、当該増資は現物出資によるものであり、金銭による資金調達を伴うものではあ

りませんでした。

当該増資は、割当予定先に対する既存の金銭債務を株式に転換することにより、有利子負債の圧縮及び自己資本

の増強を図ることを目的としたものであり、当時の資金計画においては、Zaifの事業運転資金は、暗号資産市況が

当時の水準で推移することを前提として、Zaifの営業収益及び当社グループの手元資金により賄うことを想定して

おりました。しかしながら、その後、暗号資産市況は大きく悪化し、代表的な暗号資産であるビットコインの価格

は、2026年６月には2025年10月に記録した史上最高値から５割超下落し、2024年以来の安値水準となりました。こ

のような市況の低迷により、Zaifにおいては、暗号資産の売買に係る手数料収入をはじめとする収益が当初の想定

を大きく下回ったほか、自己保有暗号資産の評価損も発生し、当社グループの暗号資産・ブロックチェーン事業の

2026年11月期第３四半期連結累計期間のセグメント損失は661百万円(前年同期はセグメント利益25百万円)となりま

した。これらの結果、当社は、2026年10月14日に2026年11月期の通期連結業績予想を下方修正しており(詳細は後記

「第三部　追完情報　第４　最近の業績予想の修正等について」をご参照ください。)、Zaifの事業運営の継続のた

めに当初の資金計画を上回る資金が必要となる見込みとなったことから、新たな資金需要が生じたものでありま

す。

EDINET提出書類

株式会社ＪＮグループ(E05702)

有価証券届出書（組込方式）

 6/30



 

そこで、当社は、上記の資金需要に対応するための資金調達の方法について、公募増資、株主割当増資、第三者

割当による新株式の発行、新株予約権付社債の発行、借入れ等を含めて検討を行いました。その結果、後記「(当該

資金調達の方法を選択した理由)」に記載のとおり、当社の事業内容及び財務状況を十分に理解している親会社であ

る割当予定先を割当先とし、行使価額及び交付株式数があらかじめ確定した本新株予約権を発行する方法が、既存

株主の利益に配慮しつつ資金調達を行う方法として最も適していると判断し、本新株予約権の発行を決議いたしま

した。

なお、当社は、Zaifの事業運転資金をはじめとする当面の資金需要に対応するため、2026年10月20日付で割当予

定先から借入れを行っております。当該借入金のうち360百万円については、Zaifが実施する増資を当社が引き受け

る方法により、2027年11月までのZaifの事業運転資金に充当する予定であります。本新株予約権の発行及び行使に

より調達する資金は、Zaifが実施する増資を当社が引き受ける方法による2027年12月から2028年11月までのZaifの

事業運転資金、及び当該借入金の返済に充当する予定であります。

当社は、本資金調達により、Zaifが暗号資産交換業者として利用者に安心してサービスを提供し続けるための資

金基盤を確保するとともに、Zaifの収益構造の改善を通じて当社グループの事業基盤の安定化を図り、中長期的な

企業価値及び株主価値の向上につなげてまいります。

 
(当該資金調達の方法を選択した理由)

当社は、上記に記載の資金需要に対応するに当たり、複数の資金調達方法を検討いたしました。その結果、以下

の理由により第三者割当の方法による本新株予約権の発行が最も適した調達方法であるという結論に至りました。

①　公募増資

公募増資による新株発行は、当社が直近３年間において営業損失、経常損失及び当期純損失を継続して計上し

ている状況を鑑みた場合、実現性に乏しいものと考えております。また、仮に実現した場合においても、発行条

件の決定や投資家需要に左右されることから、必要な資金を確実な条件で調達できるとは限らず、実行時期につ

いても不確実性が伴うものと考えております。これに対し、本新株予約権の発行によれば、当社の事業内容及び

財務状況を十分に理解している親会社である割当予定先を相手方として、発行条件をあらかじめ確定させたうえ

で資金調達を行うことができます。このため、公募増資は適当でないと判断いたしました。

②　株主割当増資

株主割当増資は、希薄化懸念を一定程度抑制し得るものの、既存株主の参加率が不透明であることから、必要

な額の資金を調達できるかどうかが不確実であり、当社の目的に十分沿うものではないため、適当でないと判断

いたしました。

③　第三者割当による新株式発行

第三者割当による新株式発行は、払込みにより一度に資金を調達できる一方、発行と同時にすべての株式が交

付されるため、既存株主の皆様に対する希薄化が一度に生じます。これに対し、本新株予約権は、行使されるま

では当社普通株式が交付されず、希薄化は行使された本新株予約権の個数に応じて生じることとなるため、発行

時点で希薄化が一度に生じるものではありません。このため、第三者割当による新株式発行は適当でないと判断

いたしました。

④　転換価額が固定された転換社債型新株予約権付社債(CB)

CBは、株式への転換が完了するまで負債として計上され、その間の利払い負担も生じます。これに対し、本新

株予約権の発行によれば、有利子負債を増加させることなく、行使により払い込まれる資金を自己資本として上

記の資金使途に充当することができます。このため、CBは適当でないと判断いたしました。

⑤　転換価額修正条項付転換社債型新株予約権付社債(MSCB)

MSCBは、一般的に転換完了まで交付株式総数が確定しにくく、株価に対する直接的な影響が大きいと考えられ

ます。また、転換までの間は有利子負債の増加を伴うことから、当該方法は適当でないと判断いたしました。
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⑥　行使価額修正条項付新株予約権(MSWT)

MSWTは、株価推移に応じて行使価額が下方修正される構造であるため、行使価額の修正により当初の想定を下

回る価額で当社普通株式が交付される可能性があり、また、交付株式数が増加し希薄化が拡大するおそれがあり

ます。これに対し、本新株予約権は行使価額及び交付株式数が固定されているため、交付株式数の上限及び交付

価額があらかじめ確定しております。このため、MSWTは適当でないと判断いたしました。

⑦　借入れによる資金調達

当社グループは一部において金融機関からの借入れを行っているものの、直近３年間において営業損失、経常

損失及び当期純損失を継続して計上している財務状況に加え、当社グループの事業内容等を踏まえると、金融機

関からの新規借入れ又は借入枠の拡大については制約がある状況にあると認識しております。また、当社は当面

の資金需要に対応するため割当予定先から借入れを行っておりますが、借入れによる資金調達は有利子負債の増

加及び利払い負担を伴うものであり、財務基盤の安定化の観点から、これ以上の借入れによる資金調達は適切で

はないと判断いたしました。

 
(本新株予約権の長所)

①　行使価額及び対象株式数の固定

本新株予約権の行使価額及び対象株式数はいずれも固定されており、株価動向にかかわらず、本新株予約権の

行使により交付される当社普通株式の数は最大10,000,000株で一定であり、当該行使価額を下回る価額で交付さ

れることはありません。

②　譲渡制限

本新株予約権の譲渡には当社取締役会の承認を要するため、当社取締役会の承認がない限り、割当予定先から

第三者へ譲渡されることはありません。

③　財務健全性指標の上昇

本新株予約権による調達金額は資本性の資金となるため、財務健全性指標が上昇します。

 
(本新株予約権の短所)

①　当初資金調達額が限定的であること

新株予約権者による権利行使があって初めて、本新株予約権の行使個数に出資金額を乗じた金額の資金調達が

なされるため、本新株予約権の発行当初に満額の資金調達が行われるわけではありません。

②　権利不行使の可能性

本新株予約権の行使価額は固定されているため、株価水準によっては本新株予約権の一部又は全部が行使され

ず、想定した資金調達額を下回る可能性があります。

③　既存株式の希薄化

本新株予約権が行使された場合には、最大10,000,000株の当社普通株式が交付され、既存株式の希薄化が生じ

ます。
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本新株予約権による調達資金の具体的な使途及び支出予定時期

上記差引手取概算額561,370,000円につきましては、次の使途に充当する予定であります。

なお、調達した資金は、実際の支出までは当社の銀行口座にて安定的な資金管理を図ります。

差引手取概算額の内訳として、本新株予約権による差引手取概算額561,370,000円につきましては、①Zaifの事業

運転資金及び②割当予定先からの借入金の返済に充当する予定です。本新株予約権の行使期間内に行使が行われな

い場合及び当社が取得した本新株予約権を消却した場合には、払込金額の総額及び差引手取概算額は減少します。

具体的な使途 金額(百万円) 支出予定時期

①　Zaifの事業運転資金 403 2027年12月～2028年11月

②　割当予定先からの借入金の返済 158 2026年12月～2028年９月
 

(注)　本新株予約権の行使状況によって資金調達額や調達時期が決定されることから、実際に調達できる資金の額及

びその支出時期と現時点において想定している調達資金の額及び支出時期との間に差異が生じる可能性があり

ます。上記資金の充当については、資金需要が発生したものから充当するものとしますが、支出予定時期の期

間中に本新株予約権の全部又は一部の行使が行われず、本新株予約権の行使による調達資金の額が支出予定金

額よりも不足した場合には、①を優先して充当し、また、自己資金の活用、新たな銀行借入等他の方法による

資金調達の実施により上記記載の使途へ充当又は事業計画の見直しを行う可能性もあります。なお、①を優先

して充当するとは、本新株予約権の行使により調達した資金を、①に充当するための資金として403百万円に達

するまで当社の銀行口座にて管理し、これを超える部分を②の返済（期限前弁済を含む。）に充当することを

いいます。②の支出予定時期の始期を①よりも早い2026年12月としておりますのは、行使が早期に進んだ場合

に、①に充当するための資金を確保したうえで、②の期限前弁済を行うことを想定しているためであります。

 
(手取金の使途について)

①　Zaifの事業運転資金

当社は、上記に記載のとおり、当社の連結子会社であるZaifが、顧客資産を保護するためのシステムの安定的

な維持を継続しながら収益構造の改善に取り組むことができるよう、2027年12月から2028年11月までのZaifの事

業運営に必要な運転資金に充当する予定であります。具体的には、Zaifが実施する増資を当社が引き受ける方法

によりZaifに資金を投入し、顧客資産を保護するためのシステムの維持・運用に係る費用をはじめとする、Zaif

の事業運営に必要な費用に充当する予定であります。当該金額は、2027年12月から2028年11月までのZaifの資金

繰りの見通しに基づき、同期間においてZaifの事業運営に要する費用(顧客資産を保護するためのシステムの維

持・運用費用、人件費、外注費等)の見込額から、同期間における営業収入の見込額を控除した資金不足の見込額

として算出しております。なお、当該費用の見込額には、前記「③システムの見直しによる運営コストの削減」

に記載の人員体制の適正化及びシステムの見直しによるコスト削減効果を織り込んでおり、同期間における資金

不足の見込額は、2026年11月期の水準から縮小する見込みであります。もっとも、暗号資産市況の回復時期を見

通すことは困難であることから、市況の回復による収益の改善は見込まず、保守的な前提に基づき算出しており

ます。なお、Zaifの事業運転資金は、特定の設備投資等に充当するものではなく、顧客資産を保護するためのシ

ステムの維持・運用費用、人件費、外注費等、Zaifの事業運営に経常的に要する費用全般に充当するものであ

り、各費用への配分は暗号資産市況やシステムの見直しの進捗等に応じて変動することから、費目別の内訳は記

載しておりません。

②　割当予定先からの借入金の返済

当社は、Zaifの事業運転資金をはじめとする当面の資金需要に対応するため、2026年10月20日付で、割当予定

先から670百万円の借入れ(弁済期日：2028年９月30日)を行っております。有利子負債の圧縮及び利息負担の軽減

を通じて財務基盤の安定化を図るため、本新株予約権の行使により調達する資金の一部を、当該借入金の返済に

充当する予定であります。

 
（本資金調達を現時点で実施する理由）

上記①のZaifの事業運転資金の支出予定時期は2027年12月以降であり、また、上記②の借入金の弁済期日は2028

年９月30日でありますが、当社は、以下の理由から、現時点において本資金調達を実施することといたしました。

・本新株予約権の行使は、当社株価の水準等に応じて割当予定先の判断により段階的に行われることが想定される

ため、2027年12月以降のZaifの資金需要及び当該借入金の弁済期日までに必要な資金を確保するためには、現時

点から十分な行使期間を確保しておく必要があること

・当該借入金は変動金利による有利子負債であり、金利上昇局面において利息負担が増加し得るこ

とから、本新株予約権の行使状況に応じて期限前弁済を行い、早期に資本性の資金への置換えを

進めることが、財務基盤の安定化に資すること（当該借入金は、手数料等の負担なく期限前弁済
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が可能であります。）

・改正金融商品取引法への移行に伴う規制対応を控え、Zaifの事業運営に必要な資金の確保につい

て早期に見通しを立てておくことが、利用者からの信頼の維持に資すること

 

第２ 【売出要項】

 

該当事項はありません。
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第３ 【第三者割当の場合の特記事項】

 

１ 【割当予定先の状況】

(1) 割当予定先の概要

 

ａ．割当予
定先の
概要

商号 株式会社シークエッジ・ジャパン・ホールディングス

所在地 大阪府岸和田市荒木町二丁目18番15号

代表者の役職・氏名 代表取締役　城丸　修一

事業の内容 投資業

資本金 12百万円

発行済株式数 ４株

設立年月日 1986年４月17日

大株主及び持株比率 白井　一成　100％

ｂ．提出者
と割当
予定先
の関係

出資関係
当該会社は、当社に対して61.56％(間接所有含む)を出資しております。
(2026年11月９日現在)。

人事関係 該当事項はありません。

資金関係
当社は当該会社に対し、金銭の借入れ(元本総額670,000,000円)を行っており
ます。

技術又は取引等関係 該当事項はありません。
 

 
(2) 割当予定先の選定理由

当社は、上記に記載の資金需要に対応するため、資金調達の方法及び割当予定先について検討してまいりまし

た。割当予定先の選定に当たっては、①当社の事業内容及び経営方針を理解していること、②当社の財務状況を踏

まえたうえで資金調達に応じることができること、③既存株主の利益に配慮した発行条件での引受けが可能である

ことを重視いたしました。

割当予定先は、直接保有及び間接保有を合わせて当社の議決権の61.56％を保有する当社の親会社であり、2026年

３月23日開催の当社取締役会において決議し、同年５月１日に払込みが完了した第三者割当による新株式の発行に

おいても割当先となっております。当社は、割当予定先に対して本新株予約権の引受けについて打診を行い、その

了解を得ております。

割当予定先は、当社の親会社として当社グループの事業内容、経営方針及び財務状況を十分に理解しており、ま

た、本新株予約権は、行使価額を本新株予約権の発行に係る取締役会決議日の前営業日の当社普通株式の終値と同

額とし、払込金額を第三者算定機関の評価額と同額とするものであることから、割当予定先への割当ては既存株主

の利益に配慮した条件での資金調達となるものと考えております。以上のことから、当社は、割当予定先が本新株

予約権の割当予定先として最も適切であると判断し、割当予定先として選定いたしました。

 
(3) 割り当てようとする株式の数

本新株予約権の目的となる株式の総数　　　　　　　　　　　10,000,000株
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(4) 株券等の保有方針

割当予定先の保有方針について、当社との間で継続保有に関する特段の取決めはありませんが、割当予定先から

は、本新株予約権を第三者に譲渡する予定はなく、本新株予約権の行使が完了するまでの間は継続して保有する方

針であり、また、本新株予約権の行使により交付を受けることとなる当社普通株式については、親会社として中長

期的に保有する意向を有しており、株式の一部を売却する場合には可能な限り市場動向に配慮しながら行う旨の表

明を、割当予定先の代表取締役より口頭で受けております。また、割当予定先からは、当社グループの親会社とし

て、Zaifの事業の継続性及び利用者からの信頼の維持の重要性を理解し、本資金調達を通じて当社グループの財務

基盤の安定化を支援する意向である旨、並びに本新株予約権を行使期間中に行使する意向である旨の表明を受けて

おります。もっとも、本新株予約権には行使義務が課されておらず、行使の時期及び数量は割当予定先の判断に委

ねられており、当社株価の推移等に応じて段階的に行使されることを想定しております。

 
(5) 払込みに要する資金等の状況

当社は、本新株予約権の割当予定先の発行価額の払込みに要する財産の存在については、本新株予約権の割当予

定先の取引銀行が発行する口座残高の写し(2026年11月９日付)を確認しており、必要かつ十分な現預金を保有して

いるものと判断しております。なお、本新株予約権の行使に当たっては、実際に行使する場合に必要となる資金の

手配について特に支障はない旨について、割当予定先の代表取締役より口頭で表明を得ております。また、当社

は、割当予定先の直近の決算書を受領し、その財務状況を確認しており、これらを踏まえ、割当予定先は本新株予

約権の行使に要する資金についても十分な資力を有しているものと判断しております。

 
(6) 割当予定先の実態

割当予定先の代表取締役からは、反社会的勢力とは一切関係がないことを聴取しております。また、第三者調査

機関である株式会社ディークエスト(所在地：東京都千代田区神田駿河台３－４、代表取締役　脇山太介)の調査に

より、割当予定先、割当予定先の代表取締役及び割当予定先の株主は、反社会的勢力との関係性を示す情報は確認

されなかったとの報告を受けており、当社はその調査結果資料を確認いたしました。以上の聴取結果及び調査結果

を踏まえて、当社は、割当予定先は反社会的勢力とは一切関係がないと判断し、これに係る確認書を株式会社東京

証券取引所に提出しております。

 

２ 【株券等の譲渡制限】

本新株予約権の譲渡につきましては譲渡制限が付されており、当社取締役会の承認を必要としております。ただ

し、割当予定先が、本新株予約権の行使により取得する株式を第三者に譲渡することを防げません。

 

３ 【発行条件に関する事項】

(1) 発行価格の算定根拠及び発行条件の合理性に関する考え方

当社は、本新株予約権の発行条件の決定に当たっては、公正性を期すため当社及び割当予定先から独立した第三

者機関である茄子評価株式会社(本社：東京都港区麻布十番一丁目２番７号、代表者：那須川 進一)(以下「茄子評

価」といいます。)に本新株予約権の価値算定を依頼した上で、2026年11月９日付で本新株予約権の評価報告書(以

下「本評価報告書」といいます。)を受領いたしました。茄子評価は、本新株予約権の発行要項等に定められた諸条

件を相対的に適切に算定結果に反映できる価格算定モデルとして、ブラック・ショールズモデルや二項モデル等の

他の価格算定モデルとの比較及び検討を実施した上でモンテカルロ・シミュレーションを用いて本新株予約権の評

価を実施しています。また、茄子評価は、本新株予約権の発行要項等に定められた諸条件及び評価基準日の市場環

境等を考慮し、当社の株価、ボラティリティ、配当利回り、無リスク利子率等について一定の前提を置き、かつ、

割当予定先の権利行使行動について一定の前提を仮定した上で、株式市場での売買出来高(流動性)を反映して、本

新株予約権の公正価値を算定しております。なお、本新株予約権の行使価額につきましては、当社の財政状態及び

経営状態に鑑み、割当予定先と協議の結果、56円(取締役会決議日の前営業日における当社普通株式終値56円と同

額)と決定いたしました。また、この行使価額は、取締役会決議日の直前１か月間の終値の平均値である61.06円に

対しては8.28％のディスカウント、直前３か月間の終値の平均値である67.39円に対しては16.90％のディスカウン

ト、直前６か月間の終値の平均値である68.80円に対しては18.61％のディスカウントとなります。

その上で、当社は、本新株予約権の発行価格(56円)を茄子評価による評価額と同額で決定しており、また、その

算定手続について著しく不合理な点が認められないこと等から本新株予約権の発行条件は、特に有利なものには該

当せず、適正かつ妥当な金額であると判断いたしました。
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なお、当社監査役会は、発行要項の内容の説明を受けた結果に加え、本新株予約権に係る本評価報告書の結果を

踏まえ検討し、当社及び割当予定先から独立した第三者算定機関である茄子評価が本新株予約権の算定を行ってい

ること、茄子評価による本新株予約権の価格算定方法は金融工学により一般的に認められた合理的な方法であるこ

と、本新株予約権の評価額に影響を及ぼす可能性のある主要な事実をその評価の基礎とし、その算定過程及び前提

条件等に関して不合理な点は見当たらないこと、本新株予約権の払込金額は、本新株予約権の公正な価値と同額と

定められていることから、本新株予約権の発行は割当予定先に特に有利な条件での発行には該当せず、かつ適法で

あるとの意見を表明しております。

 
(2) 発行数量及び株式の希薄化の規模が合理的であると判断した根拠

本新株予約権がすべて行使された場合に交付される当社普通株式の数は10,000,000株(議決権の数100,000個)であ

り、これは、2026年５月31日時点の当社の発行済株式総数49,588,342株及び当社の総議決権の総数469,358個の

20.17％及び21.31％(小数点以下第３位を四捨五入。以下同じ。)にそれぞれ相当します。

本新株予約権の行使により、既存株主の持分には一定の希薄化が生じることとなりますが、本新株予約権の発行

により調達する資金を、上記に記載のとおりZaifの事業運転資金及び割当予定先からの借入金の返済に充当するこ

とにより、Zaifの事業運営の安定化及び有利子負債の圧縮を通じて当社グループの財務基盤及び事業基盤の安定化

を図ることができ、当社の中長期的な企業価値の向上に資するものと考えております。

また、上記に記載のとおり、割当予定先は、本新株予約権の行使により取得する当社株式について、親会社とし

て中長期的に保有する意向を有していることから、本新株予約権の行使による株式数の増加が市場に直ちに重大な

影響を及ぼす可能性は低いと考えております。

以上より、本新株予約権の発行による発行数量及び株式の希薄化の規模は合理的であると判断しております。

 

４ 【大規模な第三者割当に関する事項】

該当事項はありません。
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５ 【第三者割当後の大株主の状況】
 

氏名又は名称 住所
所有株式数
(株)

総議決権数に
対する所有議
決権数の割合
(％)

割当後の
所有株式数
(株)

割当後の総議
決権数に対す
る所有議決権
数の割合(％)

株式会社シークエッジ・ジャ
パン・ホールディングス

大阪府岸和田市荒木町二丁
目18番15号

12,773,115 27.21 22,773,115 40.00

株式会社スケブベンチャーズ
東京都港区南青山５丁目11
－９

12,087,857 25.75 12,087,857 21.23

投資事業有限責任組合デジタ
ルアセットファンド

東京都港区虎ノ門５丁目３
－20 仙石山アネックス306

2,413,000 5.14 2,413,000 4.24

株式会社フィスコ
大阪府堺市南区竹城台３丁
21番１号

2,376,663 5.06 2,376,663 4.17

株式会社實業之日本社
東京都港区南青山６丁目６
－22

1,635,800 3.49 1,635,800 2.87

駒田　一央 神奈川県横浜市青葉区 485,900 1.04 485,900 0.85

JPモルガン証券株式会社
東京都千代田区丸の内２丁
目７－３ 東京ビルディン
グ

337,362 0.72 337,362 0.59

株式会社コア・コンピタン
ス・コーポレーション

東京都目黒区下目黒２丁目
８番２号

325,400 0.69 325,400 0.57

楽天証券株式会社共有口
東京都港区南青山２丁目６
番21号

244,700 0.52 244,700 0.43

磯山　耕一 三重県津市 186,300 0.40 186,300 0.33

計 ― 32,866,097 70.02 42,866,097 75.28
 

(注) １　割当前の「所有株式数」及び「総議決権数に対する所有議決権数の割合」は、2026年５月31日現在の株主名

簿を基準としております。

２　今回の割当予定先以外の株主の所有議決権数の割合については、2026年５月31日現在の所有株式数から変更

がないとの前提で計算したものであります。

３　「割当後の総議決権数に対する所有議決権数の割合」は、2026年５月31日現在の総議決権数469,358個に、

本新株予約権の行使により増加する議決権数(100,000個)を加えた数(569,358個)で除して算出した数値であ

ります。

４　「総議決権数に対する所有議決権数の割合」及び「割当後の総議決権数に対する所有議決権数の割合」は小

数点以下第３位を四捨五入しております。

５　本表における割当予定先の議決権比率は直接保有分を記載しております。割当予定先は、本新株予約権発行

前から当社株式を直接保有しているほか、株式会社スケブベンチャーズ、投資事業有限責任組合デジタルア

セットファンド及び株式会社實業之日本社を通じて、間接的に当社株式を保有しており、その合算ベースの

議決権比率において当社の親会社に該当しております。本新株予約権発行により、割当予定先の当社に対す

る直接保有比率は上昇する見込みですが、新たに支配関係に変更が生じるものではありません。なお、本新

株予約権が全て行使された場合、割当予定先の合算ベースの議決権比率は約68.3％となり、株主総会の特別

決議に必要な３分の２を上回ることとなります。
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６ 【大規模な第三者割当の必要性】

該当事項はありません。

 

７ 【株式併合等の予定の有無及び内容】

該当事項はありません。

 

８ 【その他参考になる事項】

(企業行動規範上の手続及び支配株主との取引等に関する事項)

本新株予約権の発行は、①希薄化率が25％未満であること、②支配株主の異動を伴うものではないことから、株式

会社東京証券取引所の有価証券上場規程第432条に定める独立第三者からの意見入手及び株主の意思確認手続は要しま

せん。

もっとも、割当予定先は当社の親会社であり、本新株予約権の発行は、同取引所の有価証券上場規程第441条の２に

定める支配株主との重要な取引等に該当いたします。そのため、当社は、当社及び割当予定先から独立した第三者で

ある本澤法律事務所の弁護士本澤順子氏より、2026年11月10日付で、本新株予約権の発行には必要性及び相当性が認

められ、その手続も公正であり、本新株予約権の発行の決定は当社の少数株主にとって不利益なものではない旨の意

見書を入手しております。

また、当社監査役会(社外監査役２名を含む。)から、本新株予約権の発行に異議がない旨の意見を取得しており、

2026年11月10日開催の当社取締役会における審議に際して、当社の社外取締役からも、本新株予約権の発行が相当で

ある旨の意見が述べられております。

 

第４ 【その他の記載事項】

 

該当事項はありません。

 

第二部 【公開買付け又は株式交付に関する情報】

 

該当事項はありません。
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第三部 【追完情報】

 

第１　事業等のリスクについて

後記「第四部［組込情報］」に記載の有価証券報告書(第42期　提出日2026年２月25日)及び半期報告書(第43期中　

提出日2026年７月14日)(以下、「有価証券報告書等」といいます。)に記載された「事業等のリスク」について、当該

有価証券報告書等の提出日以後、本有価証券届出書提出日(2026年11月10日)までの間に生じた変更はありません。

また、当該有価証券報告書等に記載されている将来に関する事項は、後記「第４　最近の業績予想の修正等につい

て」に記載の事項を除き、本有価証券届出書提出日現在においても変更の必要はないものと判断しております。

 
第２　臨時報告書の提出について

当社は、後記「第四部　組込情報」に記載の有価証券報告書以降、本有価証券届出書提出日(2026年11月10日)まで

の間において、以下の臨時報告書を東北財務局長に提出しております。

 
(2026年３月６日提出)

１　提出理由

2026年２月25日開催の当社第42回定時株主総会において、決議事項が決議されましたので、金融商品取引法第24

条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２の規定に基づき、本臨時報告書を提

出するものであります。

 
２　報告内容

(1) 当該株主総会が開催された年月日

2026年２月25日

 
(2) 当該決議事項の内容

第１号議案　資本準備金の額の減少及び剰余金の処分の件

１．資本準備金の額の減少の内容

(1) 減少する資本準備金の額

2,013,927,126円

(2) 資本準備金の額の減少の方法

減少する資本準備金の額2,013,927,126円の全額を欠損填補に充当する目的で、その他資本剰余金に振り

替えます。

(3) 資本準備金の額の減少の効力発生日

2026年２月28日

 
２．剰余金の処分の内容

会社法第452条の規定に基づき、上記１．の資本準備金の額の減少の効力発生を条件として、資本準備金の

額の減少により生じるその他資本剰余金を含むその他資本剰余金4,741,620,752円を減少して繰越利益剰余金

に振り替え、欠損填補に充当いたします。

(1) 減少する剰余金の項目及びその額

その他資本剰余金　4,741,620,752円

(2) 増加する剰余金の項目及びその額

繰越利益剰余金　　4,741,620,752円

(3) 剰余金の処分の効力発生日

2026年２月28日
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第２号議案　定款一部変更の件

当社の社名について、2026年３月１日を効力発生日として「株式会社ネクスグループ」から「株式会社ＪＮグ

ループ」に商号変更を行うものであります。

 
第３号議案　取締役６名選任の件

石原直樹、秋山司、深見修、齊藤洋介、駒田一央、北村克己の６名を選任するものであります。

 
第４号議案　ストック・オプションとしての新株予約権を発行する件

会社法第236条、第238条及び第239条の規定に基づき、当社及び当社子会社の取締役及び従業員に対し、特に有

利な条件によりストックオプションとして新株予約権を割り当てること及び当該新株予約権の募集事項の決定を

当社取締役会に委任するものであります。

 
(3) 決議事項に対する賛成、反対及び棄権の意思の表示に係る議決権の数、当該決議事項が可決されるための要件

並びに当該決議の結果

決議事項 賛成(個) 反対(個) 棄権(個) 可決要件
決議の結果及び
賛成割合(％)

第１号議案 199,115 627 － (注)１ 99.69

第２号議案 199,140 602 － (注)２ 99.70

第３号議案    (注)１  

石原　直樹 198,686 1,056 －  99.47

秋山　司 198,660 1,082 －  99.46

深見　修 198,975 767 －  99.62

齊藤　洋介 198,675 1,067 －  99.47

駒田　一央 198,984 758 －  99.62

北村　克己 198,966 776 －  99.61

第４号議案 197,664 2,078 － (注)２ 98.96
 

(注) １．議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主の出席及び出席した当該株主の議

決権の過半数の賛成による。

２．議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主の出席及び出席した当該株主の議

決権の３分の２以上の賛成による。

 
(4) 議決権の数に株主総会に出席した株主の議決権の数の一部を加算しなかった理由

本株主総会前日までの事前行使分及び当日出席の一部の株主から各議案の賛否に関して確認できた議決権の集

計により各決議事項が可決されるための要件を満たし、会社法に則って決議が成立したため、本株主総会当日出

席の株主のうち、賛成、反対及び棄権の確認ができていない一部の議決権の数は加算しておりません。

 
(2026年５月８日提出)

１　提出理由

当社は2026年３月23日付の取締役会において、株式会社シークエッジ・ジャパン・ホールディングスを割当先と

する第三者割当の方法により当社普通株式を発行すること(以下、「本第三者割当」)を決議いたしました。2026年

５月１日に本第三者割当に係る払込手続きが完了したことに伴い、当社の主要株主及び主要株主である筆頭株主に

異動がありましたので、金融商品取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第

４号の規定に基づき、本臨時報告書を提出するものであります
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２　報告内容

(1) 当該異動に係る主要株主の名称

新たに主要株主及び主要株主である筆頭株主となるもの　株式会社シークエッジ・ジャパン・ホールディング

ス

 
(2) 当該異動の前後における当該主要株主の所有議決権の数及びその総株主等の議決権に対する割合

 
所有議決権の数
(所有株式数)

総株主等の議決権に対する割合

異動前
12,990個
(1,299,000株)

3.92％

異動後
127,731個
(12,773,115株)

28.66％
 

(注) １．異動前の「総株主等の議決権に対する割合」は、2025年11月30日時点の総議決権数(331,000個)を基準とし

ております。

２．異動後の「総株主等の議決権に対する割合」は、2025年11月30日時点の総議決権数(331,000個)に、本第三

者割当により増加した議決権数(114,741個)を加えた数(445,741個)を基準としております。

３．総株主等の議決権に対する割合については、小数点以下第３位を四捨五入しております。

 
(3) 当該異動の年月日

2026年５月１日

 
(4) 本報告書提出日現在の資本金の額及び発行済株式総数

資本金の額　　　　　　　　　10,000,000円

発行済株式総数　　普通株式　49,588,342株

 
(2026年５月８日提出)

１　提出理由

当社は、2026年５月１日開催の取締役会において、当社を存続会社、当社の連結子会社である株式会社ネクス

ファームホールディングスを消滅会社とする吸収合併契約を同日付で締結することを決議いたしました。これに伴

い、金融商品取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第３号の規定に基づ

き、本臨時報告書を提出するものであります。

 
２　報告内容

(1) 当該異動に係る特定子会社の名称、住所、代表者の氏名、資本金及び事業の内容

①　名称　　　　：株式会社ネクスファームホールディングス

②　住所　　　　：東京都港区南青山五丁目４番30号

③　代表者の氏名：代表取締役　石原　直樹

④　資本金　　　：１百万円(2026年５月１日現在)

⑤　事業の内容　：農業関連事業

 
(2) 当該異動の前後における当社の所有に係る当該特定子会社の議決権の数及び当該特定子会社の総株主等の議決

権に対する割合

①　当社の所有に係る当該特定子会社の議決権の数

異動前：20個

異動後：－個

②　総株主等の議決権に対する割合

異動前：100％

異動後： －％
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(3) 当該異動の理由及びその年月日

①　異動の理由

当社が、特定子会社である株式会社ネクスファームホールディングスを吸収合併することにより、同社は消

滅し、当社の特定子会社に該当しないこととなるためであります。

②　異動の年月日

2026年７月１日(予定)

 
第３　資本金の増減について

「第四部　組込情報」に記載の第42期有価証券報告書に記載の資本金等は、当該有価証券報告書の提出日(2026年２

月25日)以降、本有価証券届出書提出日(2026年11月10日)までの間において、以下のとおり変化しております

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額(千円)

資本準備金
残高(千円)

2026年２月28日
(注)１

－ 38,114,227 － 10,000 △2,013,927 2,298,190

2026年５月１日
(注)２

11,474,115 49,588,342 608,128 618,128 608,128 2,906,318

2026年５月１日
(注)３

－ 49,588,342 △608,128 10,000 － 2,906,318
 

(注) １．資本準備金の減少は、2026年２月25日開催の第42回定時株主総会決議に基づく欠損填補によるものでありま

す。

２．有償第三者割当

発行価格　　106円

資本組入額　 53円

割当先　　　株式会社シークエッジ・ジャパン・ホールディングス

３．会社法第447条第３項の規定に基づき、2026年３月23日開催の取締役会により資本金の額の減少を行い、そ

の他資本剰余金へ振り替えたものであります(減資割合98.38％)。

 
第４　最近の業績予想の修正等について

当社は、2026年10月14日付で「関係会社株式譲渡損(個別)、持分法による投資損失(連結)の計上並びに通期業績予

想の修正に関するお知らせ」を公表しております。その概要は以下のとおりであります。

１　関係会社株式譲渡損等の計上

当社は、2026年11月期第３四半期会計期間において、当社が保有する株式会社フィスコの株式を譲渡したことに

伴い、個別決算において関係会社株式譲渡損162百万円を、連結決算において投資有価証券譲渡損50百万円を、それ

ぞれ特別損失として計上いたしました。

２　持分法による投資損失の計上

当社の持分法適用関連会社である株式会社CAICA DIGITAL及び株式会社フィスコの直近の業績及び株価の動向等を

踏まえ、2026年11月期第３四半期連結累計期間において、持分法による投資損失996百万円を営業外費用として計上

いたしました。なお、2026年11月期通期では、持分法による投資損失1,058百万円の計上を見込んでおります。

３　2026年11月期通期連結業績予想の修正(2025年12月１日～2026年11月30日)

(単位：百万円)

 売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に
帰属する当期
純利益

１株当たり当
期純利益(円)

前回発表予想(A)(2026年１月16日公表) 4,383 103 △184 111 3.06

今回修正予想(B) 3,373 △792 △1,891 △1,931 △46.50

増減額(B－A) △1,009 △896 △1,707 △2,042 －

増減率(％) △23.0 － － － －

(ご参考)前期実績(2025年11月期) 3,562 △223 △250 △728 △20.05
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４　修正の理由

暗号資産・ブロックチェーン事業においては、Zaifを中心に、暗号資産市況の低迷によりフロー収益及びストッ

ク収益がいずれも当初の想定を下回ったことに加え、自己保有暗号資産の評価損が発生いたしました。また、ソ

リューション事業においては、連結子会社におけるパートナー事業の受注が計画を大きく下回ったこと等により、

売上高及び営業利益は前回発表予想を下回る見込みとなりました。さらに、上記持分法による投資損失の計上等に

より経常利益が、上記投資有価証券譲渡損の計上等により親会社株主に帰属する当期純利益が、それぞれ前回発表

予想を下回る見込みとなりました。

なお、上記の業績予想は、本有価証券届出書提出日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、

実際の業績は、今後の様々な要因により予想数値と異なる可能性があります。

 

第四部 【組込情報】

 

次に掲げる書類の写しを組み込んでおります。

有価証券報告書
事業年度
(第42期)

自　2024年12月１日
至　2025年11月30日

2026年２月25日
東北財務局長に提出

半期報告書
事業年度
(第43期中)

自　2025年12月１日
至　2026年５月31日

2026年７月14日
東北財務局長に提出

 

なお、上記書類は、金融商品取引法第27条の30の２に規定する開示用電子情報処理組織(ＥＤＩＮＥＴ)を使用して提

出したデータを、開示用電子情報処理組織による手続の特例等に関する留意事項について(電子開示手続等ガイドライ

ン)Ａ４－１に基づき、本有価証券届出書の添付書類としております。

 

第五部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。

 

第六部 【特別情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書
 

 

 
2026年２月25日

株式会社ネクスグループ

取締役会　御中

 
ＵＨＹ東京監査法人

 

東京都品川区
 

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 安河内　明  

 

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 谷田　修一  

 

 

＜連結財務諸表監査＞

監査意見

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第1項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社ネクスグループの2024年12月1日から2025年11月30日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結

貸借対照表、連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書、連

結財務諸表作成のための基本となる重要な事項、その他の注記及び連結附属明細表について監査を行った。

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株

式会社ネクスグループ及び連結子会社の2025年11月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経

営成績及びキャッシュ・フローの状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 
監査意見の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準におけ

る当監査法人の責任は、「連結財務諸表監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国におけ

る職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責

任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 
強調事項

１．重要な後発事象に記載されているとおり、会社は、2026年1月19日開催の取締役会において、株式会社善光総合研究

所の株式を追加取得する株式譲渡契約を締結することを決議し、同日付で株式譲渡契約を締結した。また、当該株式取

得に必要な資金を調達するため社債を発行することを決議し、同日付で第３回無担保普通社債を発行した。さらに、株

式会社CAICA DIGITALによる株式交付に係る申込みを行うことを決議し、既に保有していた株式会社善光総合研究所の株

式に加え、当該追加取得株式を対象株式として、同月21日付で株式交付の申込書を提出した。

２．重要な後発事象に記載されているとおり、会社は、2025年8月18日付で締結した株式会社カイカフィナンシャルホー

ルディングスとの間の準消費貸借契約に基づく借入金の返済について、2026年2月18日付で、返済期限を2026年2月18日

から2026年2月27日に変更する契約を締結した。

　当該事項は、当監査法人の意見に影響を及ぼすものではない。

 
監査上の主要な検討事項

監査上の主要な検討事項とは、当連結会計年度の連結財務諸表の監査において、監査人が職業的専門家として特に重

要であると判断した事項である。監査上の主要な検討事項は、連結財務諸表全体に対する監査の実施過程及び監査意見

の形成において対応した事項であり、当監査法人は、当該事項に対して個別に意見を表明するものではない。
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株式会社ネクスデジタルグループ（旧 株式会社ZEDホールディングス）株式の取得及びのれんの減損損失の計上

監査上の主要な検討事項の

内容及び決定理由
監査上の対応

注記事項（企業結合等関係、重要な会計上の見積り、

連結キャッシュ・フロー計算書関係及び関連当事者情

報）に記載のとおり、会社は、2025年2月3日に、株式会

社ネクスデジタルグループ（旧 株式会社ZEDホールディ

ングス（以下、「ネクスデジタルグループ」））株式を

株式譲渡契約により取得し、子会社としている。

また、2025年7月及び8月に、ネクスデジタルグループ

株式の追加取得を行っている。

当該企業結合に伴い、のれんが1,158,682千円発生し

ているが、注記事項（重要な会計上の見積り及び連結損

益計算書関係 ※６減損損失）に記載のとおり、会社は

発生したのれんの全額を減損損失として計上している。

当該のれんは、2025年2月3日の当該株式取得時におけ

る取得原価が取得したネクスデジタルグループの資産及

び引き受けた負債に配分された純額を上回ったことによ

り生じたものであるが、今後の事業性を踏まえた将来の

回収可能性を検討した結果、発生時に全額減損損失を計

上している。

企業結合取引は経常的に生じる取引ではなく、ネクス

デジタルグループ株式の取得原価の算定や会計処理につ

いて複雑な検討や専門的な知識が必要である。当該取得

原価の算定やのれんの減損損失の計上については、金額

的重要性が高いこと、及び経営者の判断に依存している

ことから、監査上慎重に検討する必要があると考えられ

る。

加えて、注記事項（(2) 【その他】 ２．訴訟等）に

記載のとおり、ネクスデジタルグループの株式譲渡の有

効性等を巡り、会社及び連結子会社と株式会社HODL 1

は、それぞれを相手方として訴訟等を提起していること

から、当該取引に係る会計処理の妥当性について監査上

慎重に検討する必要がある。

以上より、当監査法人は、当該事項を監査上の主要な

検討事項に該当するものと判断した。

当監査法人は、経営者が実施したネクスデジタルグ

ループ株式の取得取引及びのれんの減損損失の妥当性を

検討するに当たり、主として以下の監査手続を実施し

た。

・投資の意思決定過程及びのれんの評価に関連する会社

の内部統制の整備及び運用状況を評価した。

・取引の概要、目的及び経済的合理性を理解するため、

当該取引に関する意思決定及びその内容について、経営

者に対し質問するとともに、株式譲渡契約書、取締役会

議事録及び関連資料を閲覧した。

・取得価額の妥当性を検証するため、会社が利用した外

部の専門家による株式価値算定書、財務調査報告書、法

務調査報告書を閲覧し、取得原価との整合性及び会社の

判断の妥当性について検討した。

・監査人の利用する内部の専門家を関与させ、会社が算

定した取得価額の算定基礎である公正価値評価に採用し

た評価モデルの妥当性について検討した。

・ネクスデジタルグループの超過収益力を見込むことが

可能か否かの判断の基礎となる事業計画について、過去

の業績と比較し、会社がのれんの回収可能性がないと判

断したことに対する合理性を検討した。

・会社が利用した外部の専門家である弁護士に対して、

株式譲渡に関連する一連の取引に係る法的有効性の見解

を質問した。

・訴状を閲覧するとともに、2025年２月３日の株式譲渡

に係る一連の取引に関する会社が利用した外部の専門家

である弁護士による法的見解書を閲覧し、弁護士に対し

て確認手続を実施した。
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株式会社ネクスと株式会社CAICA DIGITALとの株式交換契約に伴う事業分離の会計処理

監査上の主要な検討事項の

内容及び決定理由
監査上の対応

注記事項（企業結合等関係、連結キャッシュ・フロー

計算書関係及び関連当事者情報)に記載のとおり、会社

は、2025年7月8日に締結した株式交換契約により、2025

年10月16日を効力発生日として、子会社であった株式会

社ネクス（以下、「ネクス」）株式との株式交換により

株式会社CAICA DIGITAL(以下、「CAICA」)株式を取得

し、CAICAを持分法適用関連会社とした。

この結果、会社は投資有価証券としてCAICA株式

2,043,323千円を計上し、また、当該取引に伴って持分

変動利益790,175千円を計上している。

当該取引は、CAICAとの株式交換によるネクスに対す

る支配の喪失（連結除外）及び会社のネクスに対する持

分の一部売却取引から構成されており、取引の複雑性に

応じた会計処理上の検討事項がある。また、複雑な計算

により算定された持分変動利益の計上は、連結グループ

の経営成績及び財政状態に重要な影響を及ぼしている。

また、CAICAとは当連結会計年度において、複数の企

業結合等に関わる取引を行っており、当該取引の目的や

取引の合理性について慎重に検討する必要がある。

以上より、当監査法人は、当該事項を監査上の主要な

検討事項に該当するものと判断した。

当監査法人は、経営者が実施した株式交換に伴う事業

分離の会計処理を検討するに当たり、主として以下の監

査手続を実施した。

・投資の意思決定過程及び企業結合に関する会計処理に

係る会社の内部統制の整備及び運用状況を評価した。

・取引の概要、目的及び経済的合理性を理解するため、

当該取引に関する意思決定及びその内容について、経営

者に対し質問するとともに、株式交換契約書、取締役会

議事録等の関連資料を閲覧した。

・取得価額の妥当性を検証するため、会社が入手した外

部の専門家による株式価値算定書を入手し、利用可能な

内部及び外部データとの比較を実施した。

・持分変動損益の算定の基礎となったCAICAの株価を評

価するため、当該一連の取引の前後の株価と検証すると

ともに、ネクスの過去の実績による持分の減少額を比較

した。また、投資の払い戻しとして、持分法評価額をも

とに持分変動利益の金額が計算されていることを検討し

た。

 

 
株式会社Zaifが保有する暗号資産の実在性

監査上の主要な検討事項の

内容及び決定理由
監査上の対応

注記事項（追加情報）に記載のとおり、会社は、当連

結会計年度の連結貸借対照表に計上されている暗号資産

うち、株式会社Zaif（以下、「Zaif」）が保有する利用

者暗号資産が119,308,572千円（連結調整後）であり、

連結総資産の88.6%を占めている。

暗号資産交換業を営むZaifは、多額の暗号資産を保管

しており、同社が管理する電子ウォレットにおいて顧客

の暗号資産の預託を受けている。

Zaifは、権限のない第三者から電子ウォレットが不正

アクセスを受けるリスクを軽減する等の目的でサイバー

セキュリティ対策を講じているものの、仮に、不正アク

セスが行われ、これらの電子ウォレットで管理される暗

号資産が消失した場合、会社グループ全体の経営成績及

び財政状態に重大な影響を与える可能性がある。

以上より、当監査法人は、当該事項を監査上の主要な

検討事項に該当するものと判断した。

当監査法人は、Zaifが保有する暗号資産の実在性を検

討するため、主として以下の監査手続を実施した。

(1) 内部統制の理解

・経営者に対する質問及び関連資料の閲覧を行い、以下

のとおり暗号資産の実在性に関連する内部統制を理解し

た。

・Zaifが保有する暗号資産関連システムに対するアクセ

ス管理及び同システムへの操作ログをモニタリングする

統制

・Zaifが保有する暗号資産の帳簿残高と暗号資産関連シ

ステムとを照合する統制

(2) 暗号資産の実在性の検証手続

・Zaifが利用する暗号資産管理システムにおける暗号資

産残高とブロックチェーンから入手した情報を照合し

た。

・Zaifが管理している所有権確認済みのアドレスに関す

るブロックチェーン上の情報を入手し、所有権を保持し

ている暗号資産により残高が構成されていることを確認

した。
 

 
その他の記載内容

その他の記載内容は、有価証券報告書に含まれる情報のうち、連結財務諸表及び財務諸表並びにこれらの監査報告

書以外の情報である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにある。また、監査役及び監査役会

の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

当監査法人の連結財務諸表に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他

の記載内容に対して意見を表明するものではない。

連結財務諸表監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載

内容と連結財務諸表又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、ま

た、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
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当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報

告することが求められている。

その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

 
連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結財務諸表を作成し適

正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結財務諸表を作成し適正に表示す

るために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結財務諸表を作成することが適切である

かどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を

開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ

る。

 
連結財務諸表監査における監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結財務諸表に不正又は誤謬による重要な虚偽

表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結財務諸表に対する意見を

表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結財務諸

表の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家

としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続

を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切

な監査証拠を入手する。

・連結財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評

価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及

び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・経営者が継続企業を前提として連結財務諸表を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基

づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか

結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結財務諸表の注記

事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、連結財務諸

表に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証

拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠している

かどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結財務諸表の表示、構成及び内容、並びに連結財務諸表が基礎とな

る取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

・連結財務諸表に対する意見表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な監査証拠を

入手するために、連結財務諸表の監査を計画し実施する。監査人は、連結財務諸表の監査に関する指揮、監督及び査

閲に関して責任がある。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統

制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行

う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこ

と、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じ

ている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容につい

て報告を行う。

　監査人は、監査役及び監査役会と協議した事項のうち、当連結会計年度の連結財務諸表の監査で特に重要であると

判断した事項を監査上の主要な検討事項と決定し、監査報告書において記載する。ただし、法令等により当該事項の

公表が禁止されている場合や、極めて限定的ではあるが、監査報告書において報告することにより生じる不利益が公

共の利益を上回ると合理的に見込まれるため、監査人が報告すべきでないと判断した場合は、当該事項を記載しな

い。

 
＜内部統制監査＞

監査意見

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、株式会社ネクスグループの

2025年11月30日現在の内部統制報告書について監査を行った。

当監査法人は、株式会社ネクスグループが2025年11月30日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示した

上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠
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して、財務報告に係る内部統制の評価結果について、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。
 
監査意見の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠して内部

統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準における当監査法人の責任は、「内部統制監査における監

査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会

社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎

となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
 
内部統制報告書に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、財務報告に係る内部統制を整備及び運用し、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報

告に係る内部統制の評価の基準に準拠して内部統制報告書を作成し適正に表示することにある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告に係る内部統制の整備及び運用状況を監視、検証することにある。

なお、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性が

ある。
 
内部統制監査における監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した内部統制監査に基づいて、内部統制報告書に重要な虚偽表示がないかどうかに

ついて合理的な保証を得て、内部統制監査報告書において独立の立場から内部統制報告書に対する意見を表明するこ

とにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に従って、監査の過

程を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果について監査証拠を入手するための監査手続を実施す

る。内部統制監査の監査手続は、監査人の判断により、財務報告の信頼性に及ぼす影響の重要性に基づいて選択及び

適用される。

・財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果について経営者が行った記載を含め、全体としての内

部統制報告書の表示を検討する。

・内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果に関する十分かつ適切な監査証拠を入手するために、

内部統制の監査を計画し実施する。監査人は、内部統制報告書の監査に関する指揮、監督及び査閲に関して責任があ

る。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した内部統制監査の範囲とその実施時期、内部統制監査の実施結

果、識別した内部統制の開示すべき重要な不備、その是正結果、及び内部統制の監査の基準で求められているその他

の事項について報告を行う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこ

と、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じ

ている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容につい

て報告を行う。
 

＜報酬関連情報＞

当監査法人及び当監査法人と同一のネットワークに属する者に対する、会社及び子会社の監査証明業務に基づく報

酬及び非監査業務に基づく報酬の額は、「提出会社の状況」に含まれるコーポレート・ガバナンスの状況等 (3)【監

査の状況】に記載されている。
 
利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係は

ない。

以　上
 

 

(※) １　上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出

会社)が別途保管しております。

２　XBRLデータは監査の対象には含まれていません。
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独立監査人の監査報告書
 

 

 

2026年２月25日

株式会社ネクスグループ

取締役会　御中

 
ＵＨＹ東京監査法人

 

東京都品川区
 

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 安河内　明  

 

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 谷田　修一  

 

 

＜財務諸表監査＞

監査意見

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている株式会社ネクスグループの2024年12月1日から2025年11月30日までの第42期事業年度の財務諸表、すなわち、貸

借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明細表について監査を行っ

た。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式

会社ネクスグループの2025年11月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績を、全ての重要

な点において適正に表示しているものと認める。

 
監査意見の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準にお

ける当監査法人の責任は、「財務諸表監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国におけ

る職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たして

いる。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 
強調事項

１．重要な後発事象に記載されているとおり、会社は、2026年1月19日開催の取締役会において、株式会社善光総合研

究所の株式を追加取得する株式譲渡契約を締結することを決議し、同日付で株式譲渡契約を締結した。また、当該株

式取得に必要な資金を調達するため社債を発行することを決議し、同日付で第３回無担保普通社債を発行した。さら

に、株式会社CAICA DIGITALによる株式交付に係る申込みを行うことを決議し、既に保有していた株式会社善光総合研

究所の株式に加え、当該追加取得株式を対象株式として、同月21日付で株式交付の申込書を提出した。

２．重要な後発事象に記載されているとおり、会社は、2025年８月18日付で締結した株式会社カイカフィナンシャル

ホールディングスとの間の準消費貸借契約に基づく借入金の返済について、2026年２月18日付で、返済期限を2026年

２月18日から2026年２月27日に変更する契約を締結した。

当該事項は、当監査法人の意見に影響を及ぼすものではない。

 
監査上の主要な検討事項

監査上の主要な検討事項とは、当事業年度の財務諸表の監査において、監査人が職業的専門家として特に重要であ

ると判断した事項である。監査上の主要な検討事項は、財務諸表全体に対する監査の実施過程及び監査意見の形成に

おいて対応した事項であり、当監査法人は、当該事項に対して個別に意見を表明するものではない。
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株式会社ネクスデジタルグループ（旧 株式会社ZEDホールディングス）株式の取得及び評価

監査上の主要な検討事項の
内容及び決定理由

監査上の対応

注記事項（企業結合等関係及び重要な会計上の見積

り）に記載のとおり、会社は、2025年2月3日において、

株式会社ネクスデジタルグループ（旧 株式会社ZEDホー

ルディングス（以下、「ネクスデジタル」））株式を株

式譲渡契約により取得し、子会社としている。

また、2025年7月及び8月において、ネクスデジタル株

式の追加取得を行っている。

会社は、ネクスデジタルグループ株式の取得価額とな

る1,125,745千円について全額評価損を計上している。

会社は、当該関係会社株式については市場価格がない

株式であることから、取得原価をもって貸借対照表価額

としているが、当該株式の発行会社の財政状態の悪化に

より実質価額が著しく低下した場合には、回復可能性が

十分な証拠によって裏付けられる場合を除き、相当の減

額を行い、評価差額として減損処理を行っている。

当該株式は今後の事業性を踏まえた将来の回収可能性

を検討した結果、全額子会社株式評価損を計上してい

る。

加えて、注記事項（(3) 【その他】）に記載のとお

り、株式譲渡の有効性等を巡り、会社及び連結子会社と

株式会社HODL 1は、それぞれを相手方として訴訟等を提

起していることから、当該取引に係る会計処理の妥当性

について監査上慎重に検討する必要がある。

以上より、当監査法人は、当該事項を監査上の主要な

検討事項に該当するものと判断した。

連結財務諸表の監査報告書において、「株式会社ネク

スデジタルグループ（旧 株式会社ZEDホールディング

ス）株式の取得及びのれんの減損損失の計上」が監査上

の主要な検討事項に該当すると判断し、監査上の対応に

ついて記載している。

当該記載内容は、財務諸表監査における監査上の対応

と実質的に同一の内容であることから、監査上の対応に

関する具体的な記載を省略する。

 

 

その他の記載内容

その他の記載内容は、有価証券報告書に含まれる情報のうち、連結財務諸表及び財務諸表並びにこれらの監査報告

書以外の情報である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにある。また、監査役及び監査役会

の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

当監査法人の財務諸表に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記

載内容に対して意見を表明するものではない。

財務諸表監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内容

と財務諸表又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのよ

うな重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。

当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報

告することが求められている。

その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

 
財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に

表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために

経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき財務諸表を作成することが適切であるかどうか

を評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する

必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ

る。

 
財務諸表監査における監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての財務諸表に不正又は誤謬による重要な虚偽表示

がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から財務諸表に対する意見を表明する

ことにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、財務諸表の利用者の

意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家
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としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続

を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切

な監査証拠を入手する。

・財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価の

実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及

び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・経営者が継続企業を前提として財務諸表を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づ

き、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結

論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において財務諸表の注記事項に

注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する財務諸表の注記事項が適切でない場合は、財務諸表に対して除外

事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいてい

るが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているかど

うかとともに、関連する注記事項を含めた財務諸表の表示、構成及び内容、並びに財務諸表が基礎となる取引や会計

事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統

制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行

う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこ

と、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じ

ている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容につい

て報告を行う。

　監査人は、監査役及び監査役会と協議した事項のうち、当事業年度の財務諸表の監査で特に重要であると判断した

事項を監査上の主要な検討事項と決定し、監査報告書において記載する。ただし、法令等により当該事項の公表が禁

止されている場合や、極めて限定的ではあるが、監査報告書において報告することにより生じる不利益が公共の利益

を上回ると合理的に見込まれるため、監査人が報告すべきでないと判断した場合は、当該事項を記載しない。

 
＜報酬関連情報＞

報酬関連情報は、連結財務諸表の監査報告書に記載されている。

 
利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
 

 

(※) １　上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出

会社)が別途保管しております。

２　XBRLデータは監査の対象には含まれていません。
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独立監査人の中間連結財務諸表に対する期中レビュー報告書
 

2026年７月14日

株式会社JＮグループ

取 締 役 会　 御 中

 
ＵＨＹ東京監査法人

 

東京都品川区
 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 安河内　明  
 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 石原　慶幸  
 

 

監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社JNグ

ループの2025年12月１日から2026年11月30日までの連結会計年度の中間連結会計期間（2025年12月１日から2026年５月

31日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結包括利益計算

書、中間連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について期中レビューを行った。

当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる企業会計の基準に準拠して、株式会社JNグループ及び連結子会社の2026年５月31日現在の財政状態並びに同日を

もって終了する中間連結会計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項

が全ての重要な点において認められなかった。

 
監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。

期中レビューの基準における当監査法人の責任は、「中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記載

されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用

される規定を含む。）に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任

を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 
中間連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して中間連結財務諸表を作成し

適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間連結財務諸表を作成し適正に表

示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

中間連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき中間連結財務諸表を作成することが適切

であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事

項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。 

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ

る。

 
中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から中間連結

財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・ 主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュー手

続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年

度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。
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・ 継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認め

られると判断した場合には、入手した証拠に基づき、中間連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥当と認

められる企業会計の基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付ける。

また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、期中レビュー報告書において中間連結財務諸表の

注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する中間連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、中間

連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、期中レビュー報

告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能

性がある。

・ 中間連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠してい

ないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた中間連結財務諸表の表示、構成及

び内容、並びに中間連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事項が認められな

いかどうかを評価する。

・ 中間連結財務諸表に対する結論表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査人

は、中間連結財務諸表の期中レビューに関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監査人の結

論に対して責任を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発

見事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、

並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている

場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を

行う。 

 
利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　上
 

 

(注) １　上記は期中レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(期中レ

ビュー報告書提出会社)が別途保管しております。

２　XBRLデータは期中レビューの対象には含まれていません。
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